
 

  

 

 

 

 

 

 

 

《調査結果のポイント》 

 

 

◆ 現在の日本の景気が１年前と比べて悪くなったとする者の割合、日本の景気が１年後に現在

と比べて悪くなると予測する者の割合は、いずれも調査開始（2001 年4月）以来最大。【図

表Ⅰ-１、Ⅰ-２】 

◆ 低所得層では実感としての物価上昇率が高く、食料品の節約志向が強い。【図表Ⅰ-7、Ⅰ-9】 

◆ 今後１年くらいの間に失業する不安を感じている者の割合は 23.8％であり、前回調査

（18.2％）より増加。半年で+5.6％ポイント上昇したのは過去最大。【図表Ⅰ-12】 

◆ 週あたり労働時間は 4 人に 1 人が 50 時間以上、10 人に 1 人が 60 時間以上。30～40 代男

性でとくに長時間労働が多い。【図表Ⅱ-１、Ⅱ-２】 

◆ 不払い残業ありは4割超で改善は進んでいない。不払い残業が特に多いのは30～50代男性、

長時間労働者。【図表Ⅱ-13、Ⅱ-14、Ⅱ-15】 

◆ 仕事や職場でのストレスが増大したとする者の割合は53.0%。30～50代男性、長時間労働

者、勤務時間外も完全にオフではない層や人手不足の職場などで特に増加。【図表Ⅱ-17、Ⅱ

-18、Ⅱ-19】 

◆ 労働者の権利の認知度は、個人賃金年収が 200 万円未満の層などで低い可能性。セーフテ

ィネットの脆弱な層で権利認知が進んでいないおそれ。【図表Ⅲ-１】 
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《調査の実施概要》 

１．調査目的 

本調査は、勤労者に対するアンケート調査により、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を

定期的に把握するとともに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ること

を目的としている。2001 年４月に第１回調査を開始して以来、毎年４月と 10 月に定期的に調査を実施しており、今回

は第 16 回目の調査である。 

 

２．調査項目 

○ 景気・物価・仕事についての認識 

・景気、賃金、物価、暮らしむき、失業に関する認識[定点観測調査] 

・物価上昇率の実感、節約の現状と見通し 

○ 労働時間・生活時間についての認識 

・不払い残業の状況[定点観測調査] 

・労働時間（時間外労働を含む）、生活時間に関する希望、勤務時間外の仕事、仕事や職場でのストレス 

○ 労働者の権利についての認識 

・労働者の権利の認知状況と情報源 

 

３．調査の対象 

首都圏および関西圏に居住する 20 代から 50 代までの民間企業に勤務する者 

※なお、60 代前半層に対しても調査を行っているが、４．に述べる理由から、本調査結果概要においては、あくまで

参考として扱っている。 

 

４．サンプル数および抽出方法 

まず、「平成 14 年就業構造基本調査」の首都圏（埼玉県･千葉県･東京都･神奈川県）および関西圏（滋賀県･京都

府･大阪府･兵庫県･奈良県･和歌山県）のそれぞれにおける 20 代から 50 代までの雇用者の性・年齢階層・雇用形態

別の分布を反映したサンプル割付基準を作成する。この割付基準に基づいて、㈱インテージのモニター（全国約 24

万人）の中から、首都圏に居住する 582 名、関西圏に居住する 318 名の民間企業雇用者を抽出した。首都圏と関西

圏のサンプル比率（約２対１）は人口規模にほぼ比例している。 

なお、60 代前半層に対する調査は、十分なサンプル数を確保するため、便宜上、「平成 14 年就業構造基本調査」

の当該分布割合のほぼ４倍にあたる計 200 名とした。このため、平均値を求める場合にも、20 代～50 代と 60 代前

半層とは別個に集計している。 

 

５．調査期間、調査方法および調査実施機関 

(1) 調査期間    2008 年 10 月 2 日（木）～10 月 14 日（火） 

(2) 調査方法    郵送自記入方式 

(3) 調査実施機関  ㈱インテージに調査を委託 

  

６．回収状況、回答者の構成 

(1) 回収状況  20 代～50 代  有効回答数 785 名、有効回収率 87.2％（配布数 900）   

（参考） 60 代前半      有効回答数 170 名、有効回収率 85.0％（配布数 200）  

(2) 回答者の構成                                    （％・人） 

【参考】60 代前半   20 代 30 代 40 代 50 代 回答数 （構成比）

   回答数 

（構成比）

合計  24.6 26.9  22.5  26.0  785 （100.0）  170 （100.0）

男性  21.3 29.4  22.8  26.6  470  （59.9） 112 （65.9） 

女性  29.5  23.2  22.2  25.1  315  （40.1）  58 （34.1） 
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Ⅰ 景気・物価・仕事についての認識 

 

○ 景気の現状・見通し ━景況感は急激に悪化 「悪くなった」「悪くなる」は過去最大━ 

（問１、２） 

 

・ 現在の日本の景気は１年前と比べて悪くなったとする者の割合は 80.8％（図表Ⅰ-

１）、日本の景気が１年後に、現在と比べて悪くなると予測する者の割合は 55.8％（図

表Ⅰ-２）で、いずれも調査開始以来最大。 

 

図表Ⅰ-１　１年前と比べた現在の日本の景気

14.3

29.4

26.4

24.7

38.2

49.0

38.7

38.2

25.6

9.6

22.1

34.5

30.8

30.2

54.0

53.8

55.4

57.7

48.0

42.4

49.2

46.7

49.7

34.4

15.4

74.8

59.3

64.4

65.2

29.7

14.0

15.0

15.0

11.2

6.1

9.2

11.9

21.4

52.8

80.8

0.7

3.6

2.4

1.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年10月

02年 4月

02年10月

03年 4月

03年10月

04年 4月

04年10月

05年 4月

05年10月

06年 4月

06年10月

07年 4月

07年10月

08年 4月

08年10月

良くなった 変わらない 悪くなった わからない 無回答
 

（注）＜良くなった＞＝かなり良くなったと思う＋やや良くなったと思う、＜悪くなった＞＝かなり 
悪くなったと思う＋やや悪くなったと思う 
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図表Ⅰ-２　現在と比べた１年後の日本の景気予測

22.9

30.6

24.5

22.5

32.9

41.7

27.5

24.7

18.2

9.2

40.9

50.9

47.3

46.4

52.8

52.3

53.3

52.6

43.7

42.4

50.5

48.6

45.0

33.2

31.6

45.7

24.4

36.6

38.3

17.4

10.9

16.2

17.2

13.9

9.1

12.8

16.8

28.7

50.9

55.85.6

9.5

9.0

19.4

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年10月

02年 4月

02年10月

03年 4月

03年10月

04年 4月

04年10月

05年 4月

05年10月

06年 4月

06年10月

07年 4月

07年10月

08年 4月

08年10月

良くなる 変わらない 悪くなる わからない 無回答
 

（注）＜良くなる＞＝かなり良くなると思う＋やや良くなると思う、＜悪くなる＞＝かなり悪くなると
思う＋やや悪くなると思う 
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○ 個人の賃金収入の見通し ━個人賃金収入は減少の兆し━ （問 10） 

 

・ 今後１年間に賃金収入が現在と比べて増えると思うか否か聞いたところ、「減る」とする

者の割合は 23.8％（図表Ⅰ-３）。「減る」が「増える」を上回るのは、2005 年 10 月調査

以来３年ぶり。 

 

図表Ⅰ-３　現在と比べた今後１年間の個人賃金収入予測

13.8

18.8

18.6

23.0

19.0

24.5

24.1

23.6

25.0

20.7

46.0

50.9

46.8

48.1

49.9

49.5

51.8

49.9

49.9

53.0

50.4

52.4

51.5

53.0

50.7

30.2

28.5

30.1

31.1

29.7

24.2

23.8

21.9

20.2

15.0

18.5

17.3

18.7

19.8

23.819.5

14.5

16.5

15.5

16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年10月

02年 4月

02年10月

03年 4月

03年10月

04年 4月

04年10月

05年 4月

05年10月

06年 4月

06年10月

07年 4月

07年10月

08年 4月

08年10月

増える 変わらない 減る わからない 無回答
 

（注）＜増える＞＝かなり増えると思う＋やや増えると思う、＜減る＞＝かなり減ると思う＋やや減る
と思う 
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○ 物価の現状・見通し ━１年前と比べた物価の現状認識は「上昇」が過去最大━ 

（問 15、16） 

 

・ １年前に比べて現在の物価が上がったとする者の割合は 93.1％、現在と比べて１年後

は物価が上がるとする者の割合は 82.0％と、いずれも前回調査同様の高い値（図表Ⅰ

-４、Ⅰ-５）。特に前者については過去最大。 

 

図表Ⅰ-４　１年前と比べた現在の物価

13.2

22.8

28.0

33.2

32.7

34.3

49.2

37.1

69.3

91.3

32.9

39.9

41.0

44.1

55.3

51.3

55.7

54.2

54.2

58.3

43.4

54.7

26.9

6.8

54.1

47.6

46.5

36.9

27.5

21.5

12.5

8.3

9.7

4.5

4.4

3.9

1.2

0.5

1.093.1

14.2

7.0

9.4

9.6

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年10月

02年 4月

02年10月

03年 4月

03年10月

04年 4月

04年10月

05年 4月

05年10月

06年 4月

06年10月

07年 4月

07年10月

08年 4月

08年10月

上がった 変わらない 下がった わからない 無回答
 

（注）＜上がった＞＝かなり上がったと思う＋やや上がったと思う、＜下がった＞＝かなり下がったと
思う＋やや下がったと思う 
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図表Ⅰ-５　現在と比べた１年後の物価予測

27.0

43.3

45.1

45.2

51.3

60.3

63.3

54.2

77.4

85.9

46.2

53.8

55.4

52.4

58.2

44.3

43.3

45.1

36.0

32.3

28.1

37.1

17.3

9.0

10.2

28.0

16.1

23.7

16.1

7.8

5.7

5.1

3.4

4.5

2.3

3.0

1.8

0.4

1.8

3.682.0

23.6

12.5

22.4

17.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年10月

02年 4月

02年10月

03年 4月

03年10月

04年 4月

04年10月

05年 4月

05年10月

06年 4月

06年10月

07年 4月

07年10月

08年 4月

08年10月

上がる 変わらない 下がる わからない 無回答
 

（注）＜上がる＞＝かなり上がると思う＋やや上がると思う、＜下がる＞＝かなり下がると思う＋やや
下がると思う 
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○ 実感物価上昇率 ━実感としての物価上昇率は平均で 11.5％ 低所得層や今後の賃

金減少を予想する層で高い値━ （問 17） 

 

・ １年前に比べて物価が何％くらい上がった（下がった）と思うか（以下「実感物価上昇

率」という。）をたずねたところ、平均では 11.5％の上昇。「５％超 10％以下」の上昇とす

る者の回答割合が最も高い（図表Ⅰ-６）。 

・ 特に個人賃金年収が 400 万円未満の層や、今後１年間の賃金収入が現在と比べて減

ると予測する層において、実感物価上昇率が高い（図表Ⅰ-７）。 

 

図表Ⅰ-６　実感物価上昇率の分布(N=695)

6.2

34.5

22.0

8.1

29.2
0%以下

0%超5%以下

5%超10%以下

10%超20%以下

20%超

 
（注） 無回答を除いて算出 

図表Ⅰ-７　実感物価上昇率(属性別）

11.5

13.2

10.8

9.1

11.6

12.6

8.8

9.5

13.0

0.0 11.5

合計(695)

200万円未満(174)

200-400万円未満

(170)
400-600万円未満

(151)
600-800万円未満

(98)

800万円以上(86)

増える(139)

変わらない(357)

減る(160)

個
人

賃
金

年
収

今
後

の
賃

金
収

入

(%)

 
（注１） （ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
（注２） 無回答を除いて算出 
（注３） 「200 万円未満」において、「賃金収入はない」とする者は除外 



         

 9

○ 節約の現状・見通し ━食料品については、低所得層ほど節約志向が高い━ （問 18） 

 

・ 家計消費の分野（図表Ⅰ-８を参照）の中から、現在節約しているもの及び今後１年間

で節約しようと思っているものを２つまで選択してもらったところ、いずれも「食料品」「趣

味・レジャー」「ガソリン」「衣料品」「光熱・水道」を挙げる者の割合が高い。性別にみる

と、女性は「食料品」「光熱・水道」を、男性は「趣味・レジャー」「ガソリン」を挙げる割合

が比較的高い（図表Ⅰ-８-１、Ⅰ-８-２）。 

・ 特に最も節約意識の高い食料品についてみると、個人賃金年収が低い層ほど、今後１

年間で節約しようと思っている割合が高い（図表Ⅰ-９）。物価の上昇が低所得層を直

撃している現状がうかがえる。 

 

図表Ⅰ-８ 現在節約している・今後節約する予定の分野  (%) 

食料品 ①　31.4 ①　30.9
趣味・レジャー ②　28.9 ④　24.2
ガソリン ③　27.1 ⑤　20.9
衣料品 ④　25.9 ③　25.8
光熱・水道 ⑤　24.3 ②　27.1
耐久消費財 7.3 6.7
通信 7.0 11.5
家事用品 4.0 5.5
交通 3.5 3.5
住居 1.5 2.3
医療 1.3 2.5
教育 0.2 1.0

今後１年間で節約しよ
うと思っているもの

現在節約しているもの

節約していない（しよ
うと思っていない） 11.8 10.0  

 
図表Ⅰ-8-1 現在節約している分野（性別）   図表Ⅰ-8-2 今後節約する予定の分野（性別） 

 

(%)
男性 女性

食料品 ④　23.2 ①　43.8
趣味・レジャー ②　31.8 ④　24.6
ガソリン ①　33.1 ⑤　17.9
衣料品 ③　23.5 ③　29.6
光熱・水道 ⑤　19.3 ②　31.7   

(%)
男性 女性

食料品 ③　24.6 ①　40.4
光熱・水道 ⑤　22.3 ②　34.2
衣料品 ④　24.0 ③　28.3
趣味・レジャー ①　28.2 ④　18.3
ガソリン ②　25.1 ⑤　14.6  

 
（注１） 複数回答（それぞれ２つまで選択） 
（注２） 無回答を除いて算出 
（注３） ①②などの「○付き数字」は、最も指摘割合の高い分野を

１番目として５番目までを表す。 
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図表Ⅰ-９　食料品を今後節約しようと思っている割合
（個人賃金年収別）
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0万
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未
満
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1)
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0万
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上
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5)
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（注１） （ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
（注２） 無回答を除いて算出 
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○ 暮らしむきの現状・見通し ━40・50 代や今後賃金の減少を予想する層で、「悪くなっ

た」「悪くなる」が高い値━ （問 19、20） 

 

・ 世帯の暮らしむきが１年前と比べて悪くなったとする者、今後１年間に悪くなると予測す

る者の割合は、40 代・50 代や、今後１年間に賃金収入が減ると予想している層などで

比較的高い（図表Ⅰ-10、Ⅰ-11）。賃金収入は、勤労者の暮らしむきの判断に影響を

及ぼしている可能性。 

 

図表Ⅰ-10　１年前と比べて現在の暮らしむきが
「悪くなった」とする者の割合(属性別）

35.7

28.9

45.2

42.3

40.6

29.7

17.1

38.2

23.3

46.1

60.2

0.0 35.7

合計(785)

20代(193)

30代(211)

40代(177)

50代(204)

中・高校卒(208)

専修・短大卒(192)

大卒・院修了(381)

増えた(251)

変わらない(343)

減った(166)

年
齢

階
級

学
歴

賃
金

収
入

(%)

 
（注 1）＜悪くなった＞＝かなり悪くなった＋やや悪くなった 
（注 2）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
［参考］60 代前半：31.8％ 
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図表Ⅰ-11　現在と比べた今後１年間の暮らしむきが
「悪くなる」とする者の割合(属性別）

38.1

31.8

51.4

17.0

66.3

32.4

25.4

45.1

0.0 38.1

合計(785)

20代(193)

30代(211)

40代(177)

50代(204)

増える(153)

変わらない(398)

減る(187)

年
齢

階
級

今
後

の
賃

金
収

入

(%)

 
（注 1）＜悪くなる＞＝かなり悪くなると思う＋やや悪くなると思う 
（注 2）（注）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
［参考］60 代前半：41.8％ 
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○ 失業不安 ━失業不安を感じる者の割合は急増 非正社員、低所得層や今後賃金の減

少を予想する層で高い値━ （問８） 

 

・ 今後１年くらいの間に失業する不安を 23.8％の者が感じており、前回調査（2008 年

４月）の 18.2％より急増（図表Ⅰ-14）。2001 年時とほぼ同じ水準となっており、雇用情

勢の先行きが懸念される。 

・ 特に、非正社員（31.1％）、個人賃金年収が 200 万円未満である層（27.1％）、今後１年

間に賃金収入が現状と比べて減ると予想している層（47.1％）などで、失業不安を感じ

る割合が高い（図表Ⅰ-15）。セーフティネットの弱い層で失業が多く発生するおそれ。

 

図表Ⅰ-12　今後１年間における失業不安
（失業不安を＜感じる＞の回答割合）

23.8

18.2

20.0

17.8

20.1

17.9

20.920.6

18.9
19.9

23.7

22.3

26.7

24.9

20.9

10

20

30

01
年

10
月

02
年

 4
月

02
年

10
月

03
年

 4
月

03
年

10
月

04
年

 4
月

04
年

10
月

05
年

 4
月

05
年

10
月

06
年

 4
月

06
年

10
月

07
年

 4
月

07
年

10
月

08
年

 4
月

08
年

10
月

(%)

 
（注１）失業不安を＜感じる＞＝かなり感じる＋やや感じる 
（注２）季節要因の影響を除外するため、各年の 10 月調査分のみを取り出した場合、

実線のとおりとなる。 
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図表Ⅰ-13　失業不安(失業不安を
＜感じる＞の回答割合　属性別）

23.8

31.1

26.6

16.5

19.4

9.8

18.8

47.1

24.7

27.1

20.6

0.0 23.8

合計(785)

正社員(554)

非正社員(222)

200万円未満(199)

200-400万円未満

(198)
400-600万円未満

(169)
600-800万円未満

(109)

800万円以上(98)

増える(153)

変わらない(398)

減る(187)

雇
用

形
態

個
人

賃
金

年
収

今
後

の
賃

金
収

入

(%)

 
（注）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
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Ⅱ 労働時間・生活時間についての認識 

○ 週当たり労働時間の現状 ━労働時間 50 時間以上は 4 人に 1 人━ （F5） 

・ 平均的な１週間あたりの実労働時間(残業含む)は「50 時間以上 60 時間未満」が 14.9%、「60
時間以上」が 10.4%であった。4 人に 1 人が週 50 時間以上働いている（図表Ⅱ－１）。 

・ 長時間労働者の割合（週 50 時間以上働いている割合、週 60 時間以上働いている割合）

をみると、30～40 代男性で多い。（図表Ⅱ－２） 
・ その他の属性では、男性正社員、「管理職」「専門・技術職」「営業・販売職」で長時間

労働が多い。さらに、従業員数が「かなり不足」していると 2 人に 1 人が週 50 時間以

上、4 人に 1 人が週 60 時間以上労働である。長時間労働の背後に人手不足、さらに言

えば職場での要員管理の問題があると考えられる（図表Ⅱ－３）。 

 

図表Ⅱ－１　週当たり労働時間（含む残業）

8.0

8.2

8.2

3.5

5.5

3.7

8.5

9.4

7.0

6.7

7.4

16.6

16.6

17.7

17.7

18.8

19.9

16.8

15.3

14.9

15.4

10.6

10.4

7.0

7.9

9.9

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年10月

07年10月

08年10月

20時間未満 20時間以上～30時間未満 30時間以上～35時間未満 35時間以上～40時間未満

40時間 40時間超～45時間未満 45時間以上～50時間未満 50時間以上～60時間未満

60時間以上 無回答
 

 

図表Ⅱ－２　長時間労働者の割合（男性・年齢階層別）

17.3%

10.7%

28.3%

21.6%

15.0%

23.4%

22.4%

17.4%

13.3%

16.1%

11.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

男性計(467)

20代(98)

30代(138)

40代(107)

50代(124)

60代前半(112)

（参考値）

50時間以上60時間未満 60時間以上

 
（注）「無回答」を除いて算出。 
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図表Ⅱ－３　長時間労働者の割合（雇用形態・性、職種、人手別）

22.2%

24.3% 25.2%

18.7%

20.4%

15.0%

10.6%

20.5% 17.0%

11.2%

10.5%

17.4%

3.8%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

合計(778)

男性正社員(419)

女性正社員(132)

管理職(113)

専門・技術職(214)

営業・販売職(112)

「かなり不足」(108）

雇
用

形
態

・
性

職
種

従
業

員
数

５０時間以上、６０時間未満 ６０時間以上

 

（注）「無回答」を除いて算出。 
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○ 時間外労働・休日労働の理由 ━仕事量の多さ、突発的仕事が背景に━ （問 33、問

21(2)⑦） 

・ 所定労働時間を超えて働く（時間外労働・休日労働）理由で、もっとも多かったのは「仕事量が

多いから」（54.2%）で、以下「突発的な仕事があるから」（42.4%）、「仕事の繁閑の差が大きいか

ら」（21.0%）、「仕事を納得できるように仕上げたいから」（20.9%）であった。（図表Ⅱ－４）。 
・ 仕事の特色として「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」という状況が「当てはまる」

割合は 16.2%、「どちらかというと当てはまる」割合は 21.7%であった（合計 37.9%）。また、職場の

従業員数が不足しているほど、「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」があてはまる

（図表Ⅱ－５）。 
・ 性別・年齢別に「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」割合（「当てはまる」と「どちら

かというと当てはまる」の合計）が高いのは 30 代男性(54.3%)で、以下 40 代男性（48.6%）、50 代

男性（43.2%）と続く。多くの場合、職場の人手不足を背景に 30 代以上の男性に残業・休日出

勤せざるを得ない仕事量がのしかかっている。一方女性は 20 代がもっとも高い（30.1%)が、20

代男性（35.0%）より 4.9%低い。（図表Ⅱ－６） 

 

図表Ⅱ－４　所定労働時間を超えて働く理由

19.5%

19.4%

16.3%

10.0%

9.0%

7.0%

6.0%

1.2%

3.2%

4.8%

20.9%

21.0%

42.4%

54.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事量が多いから

突発的な仕事があるから

仕事の繁閑の差が大きいから

仕事を納得できるように仕上げたいから

人員削減により人手が足りないから

勤務時間外でないとできない仕事があるから

納期にゆとりがないから

みんなが残業していて先に帰りづらいから

残業手当を生活の当てにしているから

上司の指示など仕事の仕方に無駄が多いから

自分の仕事のやり方が手際悪いから

残業をしないと査定にマイナスの影響があると思うから

その他

無回答

 
（注）「残業はしていない」人を除いて算出(N=681)。 ※複数回答（３つまで） 
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図表Ⅱ－５　「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」状況

44.4

21.7

8.7

17.3

27.9

26.9

24.6

14.5

29.6

27.9

11.1

36.7

71.0

45.0

27.2

17.6

16.3

7.3

5.8

16.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(785)

十分足りている(69)

まあ足りている(260)

やや不足している(294)

かなり不足している(108)

従
業

員

当てはまる どちらかというと当てはまる どちらかというと当てはまらない 当てはまらない 無回答

合計

37.9%

合計　71.3%

 

（注）数値は「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」状況が「当てはまる」および「どちらかというと当てはま

る」割合の合計である。 

 

図表Ⅱ－６　残業・休日出勤がないと仕事が終わらない割合
54.3

48.6

35.0

43.2

14.3

30.1

13.8

21.5
24.3

26.0

0
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40
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2
0
代

3
0
代

4
0
代

5
0
代

6
0
代

前

半

（
参

考

値

）

(%)

男性
女性

 
（注）数値は「残業や休日出勤をしないと仕事が終わらない」状況が「当てはまる」および「どちらかというと当てはま

る」割合の合計である。 
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○ 今後の仕事と生活時間の希望 ━仕事時間の減少と余暇活動時間の増加を希望━ 

（問 24、25） 

・ 仕事をしている時間を「減らしたい」と回答した割合は 48.8%にのぼる一方、「増やし

たい」は 8.4%にとどまる。女性よりも男性のほうが、また週当たり労働時間が長いほ

うが「減らしたい」の割合が高い。ただしパート・アルバイトでは「減らしたい」(16.8%)
よりも「増やしたい」（22.4%）の割合が高い。（図表Ⅱ－７） 

・ 今後の時間の希望について、「増やしたい」と「減らしたい」の差をみると、仕事関連

の時間を減らし、余暇活動の時間を増やしたいという傾向が表れている。この傾向は、

長時間労働者で顕著である。（図表Ⅱ－８） 
・ 長時間労働者では「睡眠」の増加希望が高い。生存のために必要な「睡眠時間」を削っ

て長時間労働を行わざるを得ない状況がうかがえる。（図表Ⅱ－９） 

 

図表Ⅱ－７　「仕事をしている時間」の増減希望

36.9

36.2

52.9

68.4

86.6

57.8

16.8

52.5

31.6

27.4

37.8

48.6

38.1

36.2

35.6

14.5

28.2

46.0

24.6

8.4

4.9

13.7

24.6

11.9

8.6

48.8

56.6

37.1

15.5

3.7

3.4

2.4

3.8

3.7

22.4

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(785)

男性(470)

女性(315)

３０時間未満(142)

３０時間以上、４０時間未満(84)

４０時間(58)

４０時間超、５０時間未満(295)

５０時間以上、６０時間未満(117)

６０時間以上(82)

正社員計(554)

パート・アルバイト(161)

契約社員・派遣労働者(61)

性
別

労
働

時
間

雇
用

形
態

減らしたい 現状でよい 増やしたい 時間配分について考えたことはない 無回答
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図表Ⅱ－８　今後の時間の希望（「増やしたい」－「減らしたい」）

49.2

48.5

20.2

-40.4

80.3

79.5

72.6

62.4

62.4

56.4

24.8

-65.0

85.4

84.2

84.1

75.6

67.1

62.2

47.6

-82.9

72.0

64.4

55.2

50.1

-11.2
-7.7

-8.6

-90.0 -70.0 -50.0 -30.0 -10.0 10.0 30.0 50.0 70.0 90.0

趣味・娯楽、スポーツ

休息・くつろぎ

家族、恋人と過ごす

睡眠

友人、知人と過ごす

自己啓発

家事関連（育児含む）

仕事上の付き合い

仕事

合計(785)

週当たり労働時間
「５０時間以上、６０
時間未満」(117)

週当たり労働時間
「６０時間以上」(82)

 

 

図表Ⅱ－９　「睡眠」増加希望割合（週あたり労働時間別）

75.6%

64.1%

51.1%

0% 20% 40% 60% 80%

合計(785)

５０時間以上、６０時間未満(117)

６０時間以上(82)
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○ 勤務時間以外の過ごし方 ━30～50 代男性は勤務時間外にも仕事が多い━ （問 36） 

・ 休日や勤務時間でない時間帯（出勤前・出勤後など）に「仕事に関するメール・電話の対応を

している」割合は 53.1%、「職場への呼び出しがある」割合は 29.0%、「職場から持ち帰った仕事

をしている」割合は 36.2%であった。（図表Ⅱ－１０） 

・ 30～50 代男性では「仕事に関するメール・電話の対応をしている」割合は 60～70%程度、「職

場への呼び出しがある」割合は 45～49%程度、「職場から持ち帰った仕事をしている」割合は

38%程度であった。（図表Ⅱ－１１） 

・ また、週あたり労働時間が「60 時間以上」の層では「仕事に関するメール・電話の対応をしてい

る」割合は 80.5%、「職場への呼び出しがある」割合は 59.8%、「職場から持ち帰った仕事をして

いる」割合は 64.6%と高い水準にあった。30～50 代男性、長時間労働者は勤務時間以外でも

仕事から完全にオフになっていない状況が表れている。（図表Ⅱ－１２） 

 

図表Ⅱ－１０　勤務時間に行っている仕事に関連した行為

10.6

6.0

38.1

26.2

27.9

45.7

69.7

62.5

2.3

0.6

4.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事に関するメール・電話の対応をしている

職場への呼び出しがある

職場から持ち帰った仕事をしている

常にある よくある たまにある 全くない 無回答

53.1%

29.0%

36.2%
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図表Ⅱ－１１　勤務時間外の仕事（男女別、男性年齢階層別）

64.0

33.9

40.3

35.7

37.7

38.3

38.4

17.0

19.0

43.6

30.0

45.7

48.6

48.0

31.3

25.1

61.7

49.0

62.3

70.1

27.0

0 20 40 60 80

男性計(470)

２０代(100)

３０代(138)

４０代(107)

５０代(125)

６０代前半（参考値）

(112)

女性計(315)

男
性

女
性

(%)

仕事に関するメール・電話処理 職場への呼び出し 職場から持ち帰った仕事

 
（注）表中の割合は、「常にある」「よくある」「たまにある」の合計値。 
 

図表Ⅱ－１２　勤務時間外の仕事（労働時間、雇用形態別）
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80.5

60.3

30.4

49.2

21.1

19.0

23.1

40.2

59.8

31.6

21.1

27.9

21.8
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34.9
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43.1

16.1

26.2

56.3

32.8

38.1

37.3

22.6
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３０時間未満(142)

３０時間以上４０時間未満(84)

４０時間(58)

４０時間超、５０時間未満(295)

５０時間以上、６０時間未満(117)

６０時間以上(82)

正社員(554)

パート・アルバイト(161)

契約社員・派遣社員(61)

週
あ

た
り

労
働

時
間

雇
用

形
態

(%)

仕事に関するメール・電話処理 職場への呼び出し 職場から持ち帰った仕事

 
（注）表中の割合は、「常にある」「よくある」「たまにある」の合計値。 
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○ 残業手当が実際に支給された割合 ━「不払い残業あり」が 4 割超━ （問 34 付問 3） 

・ 残業をした場合に手当が支給された割合を見ると、「すべて(10 割)」が 46.4%と最も多かった

が、不払い残業がある割合（支給割合が 7～8 割またはそれ以下）も 42.5%にのぼった。不払い

残業がある割合は 2004 年 10 月以降おおむね 4 割前後が続いており、依然として改善は見ら

れない。（図表Ⅱ－１３）。 

・ 長時間労働者、30～50 代男性で不払い残業が多く発生している。（図表Ⅱ－１４、１５） 

 

図表Ⅱ－１３　実際に残業手当が支給された割合

46.4

15.6

18.9

15.8

16.8

17.2

6.9

7.6

7.0

5.8

8.8

6.4

6.9

5.8

6.9

7.7

9.8

8.8

7.4

8.8

11.1

10.7

10.0

12.1

11.1

49.9

51.9

44.9

47.8 10.4

0.0

1.1

0.7

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第8回(2004.10)

n=423

第10回(2005.10)

n=419

第12回(2006.10)

n=430

第14回(2007.10)

n=447

第16回(2008.10)

n=431

すべて（10割） 7-8割 5割くらい 3-4割くらい 2割以下 わからない 無回答

42.5

36.9

39.2

43.2

37.4

「不払い残業のある雇用者比率」

 
（注）残業手当の支給対象者から、問 33 で「残業はしていない」と回答した者および F5（週実労働時間）

が「不明・無回答」の者を除外して算出。 
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図表Ⅱ－１４　長時間労働者の不払い残業の状況

46.4%

40.3%

16.1%64.5%

56.5%

42.5%

3.2%

11.1%

19.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(431)

５０時間以上

６０時間未満(62)

６０時間以上(31)労
働

時
間

不払い残業あり 不払い残業なし わからない  
（注１）残業手当の支給対象者から、問 33 で「残業はしていない」と回答した者および F5（週実労働時

間）が「不明・無回答」の者を除外して算出。 
（注２）「無回答」を除いて算出。 
（注３）「不払い残業あり」の定義は前表に同じ。 
 

図表Ⅱ－１５　不払い残業ありの割合

29.7%

48.8%

39.1%

56.8%54.4%

27.8%

40.3%

27.9% 28.6%
31.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2

0
代

3

0
代

4

0
代

5

0
代

6

0
代

前

半

（
参

考

値

）

男性

女性

 
（注１）残業手当の支給対象者から、問 33 で「残業はしていない」と回答した者および F5（週実労働時

間）が「不明・無回答」の者を除外して算出。 
（注２）「無回答」を除いて算出。 
（注３）「不払い残業あり」の定義は図表Ⅱ－６と同じ。 
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○ 不払い残業がある理由 ━残業時間・手当の上限と職場の雰囲気が多い━ （問 35） 

・ 不払い残業がある理由を残業手当の支給対象者にたずねたところ、「残業時間の上限が定め

られているから」という回答（35.9%）がもっとも多く、「上司の対応等の雰囲気により手当を申請

しにくいから」（30.7%）、「予算枠などで残業手当の支払いに上限があるから」(27.7%)が続く。加

えて「残業手当はほぼ定額であるから」（17.0%）という回答も比較的多い。残業時間や残業手

当の上限を越えるような時間外労働と職場の雰囲気が不払い残業の理由といえる。これに対

して「自分が納得する成果を出したいので残業手当の申請をしていないから」（18.3%）、「マイ

ペースで仕事をしたいので残業手当の申請をしていないから」（17.6%）といった、自分の仕事

に対する姿勢をあげる割合は 2 割未満であった。（図表Ⅱ－１６） 

 

図表Ⅱ－１６　賃金不払い残業のある理由

17.6%

17.0%

8.8%

9.2%

2.0%

35.9%

30.7%

27.5%

18.3%

0% 10% 20% 30% 40%

残業時間の上限が定められているから

上司の対応等の雰囲気により手当を申請しにくいから

予算枠などで残業手当の支払いに上限があるから

自分が 納得する成果を出したいから

マイペースで仕事をしたいから

残業手当はほぼ定額であるから

査定に響くから

その他

無回答

 
（注１）残業手当の支給対象者から、問 33 で「残業はしていない」と回答した者、F5（週実労働時間）

が「不明・無回答」の者、問 35 で「サービス残業はない」と回答した者を除外して算出。(n=306) 
（注２）複数回答（３つまで）。 
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○ 仕事や職場でのストレス ━過半数がストレス増大━ （問 30） 

・ 1 年前と比較して、仕事や職場でのストレスが「かなり増えた」「やや増えた」と回答

した割合の合計（以下「ストレス増大」とする）は 53.0%と過半数にのぼる。これに対

して「やや減った」「かなり減った」を合計しても 8.5%にとどまる。（図表Ⅱ－１７）

・ 長時間労働者、労働時間増加者や労働時間減少希望者、勤務時間外も完全なオフではな

い層でストレス増大を訴える割合が比較的多かった。また人手不足が起きている職場で

もこの割合が高くなっている。（図表Ⅱ－１８） 
・ 性別・年代別には 30～50 代の男性で「ストレス増大」を訴える割合が高い。（図表Ⅱ

－１９） 

 

図表Ⅱ－１７　仕事や職場でのストレスの増減

35.5 37.7 7.417.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり増えた やや増えた 変わらない やや減った かなり減った 無回答

「ストレス増大」(53.0%)
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図表Ⅱ－１８　仕事の状況・仕事時間の希望別「ストレス増大」の割合

17.2

13.2

23.1

35.4

31.6
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25.4

20.8

25.3

4.8

35.5
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38.0
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41.7

12.0
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0 20 40 60 80

合計(785)

従業員数「かなり不足」(108)

30時間未満(142)

30時間以上40時間未満(84)

40時間(58)

40時間超50時間未満(295)

50時間以上６０時間未満(117)

60時間以上(82)

労働時間「増加」（234)

仕事に関係するメール・電話対応あり(417)

職場への呼び出しあり(228)

職場から持ち帰る仕事あり(284)

「仕事時間」減らしたい(383)

「仕事時間」現状でよい(248)

かなり増えた

やや増えた

(%)

休
日

の
状

況

週

当

た
り

労
働

時

間

 
（注）表中の「労働時間増加」は 1 年前と比べた実労働時間が「かなり増えた」および「やや増えた」と

回答した者を合計したものである。また、「仕事に関係するメール・電話対応あり」「職場への呼び

出しあり」「職場から持ち帰る仕事あり」はそれぞれの状況が「常にある」「よくある」「たまにある」

と回答した者を合計したものである。 
 

図表Ⅱ－１９　「ストレス増大」の割合
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Ⅲ 労働者の権利についての認識 

 

○ 労働者の権利の認知状況 ━中・高校卒、低所得層や労働組合に加入していない層

などで比較的低い━ （問 37） 

 

・ 法律で労働者の権利として定められていると思うものをたずね、認知状況を測る目安と

してその結果を得点化したところ、中・高校卒、個人賃金年収が 200 万円未満の層

や、労働組合に加入していない層などで比較的低い値（図表Ⅲ-１）。セーフティネット

の脆弱な層で権利認知が進んでいないおそれ。 

 

図表Ⅲ-１　権利認知目安得点（属性別）

5.0

5.0

5.3

4.5

5.4

4.2

5.0

5.0

5.6

5.8

5.3

4.9

4.6
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4.8

0 5

合計(776)

20代(192)

30代(210)

40代(175)

50代(199)

中・高校卒(207)

専修・短大卒(191)

大卒・院修了(378)

200万円未満(191)

200-400万円未満

(198)
400-600万円未満

(168)
600-800万円未満

(109)

800万円以上(97)

加入(193)

非加入(541)

年
齢
階
級

学
歴

個
人
賃
金
年
収

労
働
組
合

(点)

 
（注１）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
（注２）無回答を除いて算出 
（注３）問 37 では、法律で労働者の権利として定められているものを、以下の項目から

選択してもらった（複数回答）。各選択肢につき正答１点、誤答０点とし、９項目を
合算した得点を「権利認知目安得点」とした。- 
 

１ 労働組合を作ること 

２ 原則子どもが１歳になるまで育児休業を取得できること 

３ 定年退職後も引き続き働けるよう要求できること 

４ 残業した場合に賃金の割増を要求できること 

５ セクハラに対して損害賠償を請求すること 

６ 国で決められた最低賃金以上の賃金をもらえること 

７ 年間最低 10 日の有給休暇を要求できること 

８ 10 年勤続で、５日間の連続休暇が付与されること 

９ 会社が倒産しても未払い分給与を請求できること 

 
（注４）「200 万円未満」において、「賃金収入はない」とする者は除外 
［参考］60 代前半：5.0 点 
 

年
齢
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級 
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賃
金
年
収 

 
労
組 
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○ 労働者の権利の情報源 ━「新聞・テレビ等の情報」が最も多い情報源 権利認知機

会がなかったとする層は、20 代、中・高校卒や労働組合に加入していない者で多い━  

（問 38） 

 

・ 労働者の権利に関わる知識の情報源としては、新聞・テレビ等の情報から得たとする

者が最も多く、会社の教育訓練・講習がこれに次ぐ（図表Ⅲ-２）。 

・ 特に権利認知得点が低い、「知る機会はなかった」とする者は、20 代、中・高校卒、労

働組合に加入していない層などで多い（図表Ⅲ-３）。権利認知の必要性の高い、セー

フティネットの脆弱な層で「知る機会」に乏しい可能性。 

 

図表Ⅲ-２　権利認知の情報源別
指摘割合・権利認知目安得点
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（注１）（ ）内は、権利認知目安得点算出における各グループの人数(N)を表す。 
（注２）「指摘割合」とは、問 38 の個々の選択肢に関して、主な情報源として挙げた者が全体（743

人）に占める割合を表す（無回答を除いて算出）。 
（注３）問 38 は、主な情報源として２つまでの回答を求めている。 
（注４）右目盛り：指摘割合、左目盛り：権利認知目安得点 
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図表Ⅲ-３　労働者の権利を知る機会は
なかったとする割合（属性別）
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（注１）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
（注２）無回答を除いて算出 
［参考］60 代前半：8.9％ 
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○ 労働者の権利認知の不可欠度 ━権利認知が不可欠とする度合いは、20 代や労働

組合に加入していない層で低い━ （問 39） 

 

・ 雇われて働いていく上で、労働者の権利を知っておくことが不可欠だと思うかどうかた

ずねたところ、20 代や労働組合に加入していない層においては、他と比較すれば不

可欠と感じる度合いが低い（図表Ⅲ-４）。 

 

図表Ⅲ-４　権利認知の不可欠D.I.（属性別）
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（注１）権利認知の不可欠 D.I.の算出方法 : {「不可欠だと思う」×１＋「どちらかと

いうと不可欠だと思う」×0.5＋「どちらかというと不可欠だとは思わない」×
（－0.5）＋「不可欠だとは思わない」×（－１）}÷回答数（無回答を除く）
×100 

（注２）（ ）内は各グループの人数(N)を表す。 
［参考］60 代前半：64.5 

 
 
 


